
●研究動向・成果 

 

 

公共事業の事業評価の高度化に関する研究 
 

総合技術政策総合センター  

建設マネジメント技術研究室 主任研究官大谷 悟 

（キーワード） 社会的割引率、不確実性、感度分析 

 

１．はじめに 

国土交通省所管の公共事業の事業評価には、新

規採択時評価、再評価、及び事後評価の３つがあ

り、毎年、多数の評価が実施されている。評価手

法は完成されたものではなく、より適切な事業評

価を実施するため、社会経済的情勢、調査研究の

進展等を踏まえて、絶えずレビューを行なうとと

もに、高度化を図っていく必要がある。そこで、

現在、事業評価結果に大きな影響を及ぼす社会的

割引率の設定、及び将来の不確実性の取扱を対象

として、調査及び論点の整理を行なった。 

 

２．社会的割引率の設定 

税、情報非対称性等による歪みが存在する不完

全市場において、社会的割引率として何を用いる

か合意されているものはなく、各国・機関がおの

おのの事情を踏まえて設定している。主要先進国

の社会的割引率の水準及びその設定方法は表１の

とおりである。 

全体的な傾向として、北米、大洋州の先進国で

は、主に民間の投資収益率をベースとし、７～ ８％

と比較的高い数値を設定している一方、イギリス、

フランス、ドイツ等の欧州先進国では、主として

社会的時間選好を基礎とした数値で、３～４％を 

表１ 主要先進国の社会的割引率 

国　名 社会的割引率 算　出　方　法

アメリカ ７％ 民間の収益率

カナダ ８％ 民間の収益率、市場利子率等の加重平均

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ ８％ 民間の収益率(資本資産評価モデル)

イギリス ３.５％ 社会的時間選好（Ramsey式)

フランス ４％ 社会的時間選好（Ramsey式)

ドイツ ３％ 長期国債の利回り

日本 ４％ 長期国債の利回り
 

採用している。我が国は資本の機会費用として、

長期国債の実質利回りの平均として４％を採用し、

主要先進国の中では低いグループに属している。 

我が国の社会的割引率のあり方に関する主要な

論点としては、①社会的割引率の算定手法の妥当

性、②複数世代に影響が及ぶ施策にかかる世代間

の公平性への配慮の適否、③時間低減割引率の適

否、④社会的割引率の不確実性への対処のあり方、

等が挙げられる。          

 

３．不確実性の取扱 

公共事業は長期間にわたる事業であるため、将

来の費用、効果、事業期間等が変動する可能性が

あり、事業評価を行なう際には、これらの変動、

すなわち不確実性を考慮しなければならない。不

確実性を考慮するための手法の一つとして、費用

便益分析結果に関する感度分析があり、「公共事

業評価の費用便益分析に関する技術指針(共通

編)」(平成21年６月改定、国土交通省)では、費用

便益分析結果の感度分析の実施が規定されている。 

感度分析を含む不確実性の取扱に関する主な論

点として、①国内外の事業評価結果（特に事後評

価）の体系的な蓄積及び整理・分析の実施方法、

②不確実性の発生要因及び対応に関する整理・分

析、③感度分析の技術の向上、④貨幣価値換算で

きない事項を含む不確実性の評価方法の確立、等

が挙げられる。 

 

４．今後の取組み 

社会的割引率の設定、及び不確実性の取扱とも

に、引き続き、論点を中心に整理・分析を実施し、

事業評価手法の高度化に貢献していく。 
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１．はじめに 

ITSの進展に伴い、多様な道路関連情報が地図を

介して流通している。さらに、組織や分野の横断

的な流通が円滑になれば、既存の情報提供サービ

スの高度化とともに新たなサービスの創出が実現

できる。情報基盤研究室では、新たなサービスの

創出を実現するために必要な位置参照方式「道路

の区間ID方式（以下、「ID方式」という。）」を

確立した。 

２．ID方式の概要 

ID方式では、道路の区間と参照点とに恒久的な

IDを付与し、区間と参照点および参照点からの道

程を元に位置を相対的に表現する。図-1は、ID方

式を用いて、道路上の交差点（参照点）を起点と

し、交差点間を結ぶ道路（区間）上150m左側のガ

ソリンスタンドの位置を表現している。このよう

にID方式を用いると、情報を利用する各主体で異

なる地図を利用していても、正確な位置表現で情

報を流通することができる。 

３．ID方式の活用場面 

ID方式の活用場面の一端を紹介する。東日本大

震災では、官民が連携して、被災地での通行実績・

通行止め情報が作成・提供されていた1)。しかし、

各情報の位置の表現方法が異なるなどの理由から、

人海戦術による集約処理をせざるを得なかった。 

この場面にID方式を適用すると、各組織独自な

位置の表現方法であっても、組織横断的に情報を

流通させる際は、位置の表現方法が統一できる。

この結果、地図による可視化や集計表の作成など

が効率よく進められ、迅速かつ正確な情報提供が

実現する（図-2）。 

４．おわりに 

現在、情報基盤研究室では、ID方式を利用した

官民連携による道路関連情報の流通の仕組み作り

に取り組んでおり、平成24年度は社会実験を予定

している。今後も多様な道路関連情報の流通の実

現を目指して鋭意推進していきたい。 
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図１ 道路の区間ID方式による位置参照の表現例 

東日本大震災（第46報）から抜粋

地図画像の出典：http://www.its-jp.org/saigai/
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図２ 道路の区間ID方式の災害時の活用イメージ 
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